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第 4 章 

都心の人口増加の多様性 

―大阪・東京都市圏の比較より― 

若林萌・朱澤川 
 
１ はじめに 
 
 1990 年代後半からの都心回帰現象はもはや周知のこととなった。コロナ禍

において状況は変化する可能性が生じているが、本章および次の第 5 章はコロ

ナ禍以前の研究によるものであることに留意されたい。都心回帰についてこれ

まで研究が重ねられる中で、都心への人口集中と周辺の人口減少の二極化や分

断が指摘されてきた。例えば大阪市に関して、鯵坂ほか（2019）は行政区別に

人口増減パターンを見た上で、「此花区を基点に反時計回りで南部、西部地区

に広がる製造業、建設業の業務地区の人口は一貫して減少し、高次の都市サー

ビス産業が集積している地域の人口は 2000 年くらいから増加傾向にある」と

し、人口減少地域の高齢化や都心地域における高所得層と低所得層との二極化

も懸念している。城所ほか（2019）では、国勢調査小地域統計の人口構成に着

目したクラスター分析を行った結果、大阪市の空間分類について「東京 23 区

と同様に都心部およびその一皮周辺部で所得中上層向けマンション開発によ

るジェントリフィケーションの進行と特に南部エリアを中心としてインナー

シティ地域の市街地との空間的分断が進行している」と指摘した。 
 実際に、大阪市とその周辺の人口推移は長期的には異なる動きを見せている

（図 4-1）。日本全国の人口は 1980 年を基準に見ると年々増加し、2010 年から

2015 年の間にやや減少するに留まっている。大阪府も全国の動向に類似して

いるが、増加の程度が 1990 年以降微量になっており、人口は横ばい状態にあ

る。一方、大阪市だけを取り出すと、1980 年から 1995 年までの 15 年間約 0.5％
ずつ減少し、1995～2000 年の間も若干減少している。その後 2000 年を境に増
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加に転じ、2010 年には 1980 年の人口を超えるまでに人口が回復、2015 年も

1％以上の増加を続けている。一時減少した大阪市の人口は 2015 年時点で、

1960 年代（ドーナツ化現象以前）とまではいかないが 1980 年以前の人口規模

に迫る勢いである。なお、ここで基準年としている 1980 年は郊外化の最中の

時代である。大阪府内では 1960 年代に吹田市・豊中市に千里ニュータウン、

堺市の泉北ニュータウンができ、大勢の人が郊外で暮らしていた。そのことを

考慮すると、1945 年以降増え続けた大阪府全体の人口が 1975 年 800 万人に到

達した後増加の程度が収まりあまり変動がない反面、大阪市の人口が 2000 年

以降減少から増加に転じているこの動きは、他府県からのみならず大阪府内で

の郊外から都心への人口の流れもまた増大したことを意味すると推察される。 

大阪市内を区別に見ると図 4-2 のようになる。人口が増加に転じる前の 1995

図 4-1 大阪の人口推移（1980 年を基準値 100 とした指数） 

出典：国勢調査時系列統計「年齢（5 歳階級）, 男女別人口及び人口性比－全国, 都

道府県, 市区町村（大阪府）」より筆者作成 
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年の人口を基準に 2015 年の人口を表したグラフである。大阪市総数では 1995
年に比べ 2015 年は 3.41％の増加となっているが、区別には市内 24 区のうち増

加区が 13 区、減少区が 11 区とおおよそ二分されていることが見て取れる。そ

して、増加区の中でも 20％増のラインを隔てて約半分に分かれているが、20％
以上増加の上位 6 つの区は JR 環状線の内側に位置する「都心 6 区」と完全に

一致している。中央区、西区は特に目立ち、50％以上の増加を見せている。こ

のように、区別に総人口を見ると、大阪市 24 区は激増の都心 6 区、微増の 7
区、減少の 11 区に分けることができ、これが「都心への集中」や「分極化」

が指摘されてきた所以であると言えよう。 
 

 
この都心 6 区の人口推移を図 4-1 に当てはめたものが図 4-3 である。2000 年

頃からの人口増加の程度は全国・大阪府・大阪市の傾向とはかけ離れ、2015 年

図 4-2 1995 年比 2015 年人口 

出典：大阪市時系列統計表「第 1表その 1 年齢 (5 歳階級),男女別人口」より筆者作成 
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時点では 1980 年人口に対して 140％超に達している。都心への集中の顕著さ

はこの図からもよく読み取れる。 
 

 

 
しかし、このような都心への人口集中・周辺での減少を伴う人口推移が実態

のすべてではない。どのような人口動態によるものでいかに地域差をもたらし

ているのかを、本章では大阪と東京の両都市圏の人口分析を通して検討してい

く。まず 2 節で、都市圏での人口動態の分布や内訳を捉え、次に 3 節で都心部

における人口増加の多様性を考察する。これらから、「都心回帰」と呼ばれる

図 4-3 大阪都心の人口推移（1980 年を基準値 100 とした指数） 

出典：国勢調査時系列統計「年齢（5 歳階級）, 男女別人口及び人口性比－全国, 都

道府県, 市区町村（大阪府）」, 大阪市時系列統計表「第 1表その 1 年齢（5 歳階

級）, 男女別人口」より筆者作成 
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人口動態について、都市圏そしてその都心部内での複合性や、大阪・東京両都

市圏の共通性・特異性を探る。 
 
２ 都市圏の人口動態 
 
2-1 分析手法 
 大阪市と東京都の両都市を同時に扱うにあたって、1km メッシュの分析単位

を採用した上で、面積及び人口分布の規模感の違いを考慮していずれも分析範

囲を中心（大阪は本町駅、東京都は東京駅）から半径 20km 圏に設定した。 
1km メッシュの分析単位は、次章の図表を用いた考察を想定すると 500m メッ

シュでは分析単位が細かすぎる点、小地域単位では面積の不統一性ゆえに解釈

の困難性を招く点（例えば狭い小地域にタワーマンションが一棟建つと人口変

化率が極端に大きくなるなど）を考慮して決定した。 
そして分析範囲に関しては、都市圏は通勤圏をもとに設定されることが多い

がその場合各時点で圏域が異なるため、年次横断的な変数を用いる本分析では

中心からの距離を用いることとした。中心は、東京では東京駅としたが、大阪

には歴史的にキタ（大阪駅）とミナミ（難波駅）の 2 つの都心核があるため、

その真ん中の本町駅に設定した。半径 20km という範囲は、東京 23 区が完全

に覆われ、かつ大阪・東京両都市圏の人口規模が近くなるように選定したもの

である。以下では、中心から半径 20km 圏にあたる区域をそれぞれ「大阪 20km
圏」「東京 20km 圏」と記す。大阪 20km 圏には大阪市だけでなく兵庫県・奈良

県を含む周辺市が、東京 20km 圏には神奈川県・千葉県・埼玉県の一部が入る

ことに留意されたい。 
都市の人口動態を表すため、20km 圏に該当するメッシュを対象に、5 歳階

級別人口（0-4 歳から 85 歳以上まで）と職業分類別就業者数 1の、2015 年実数

                                                   
1 職業分類は、1999 年と 2011 年の職業分類表の改訂により年次ごとに項目名や集計

単位が異なる。本章で用いている大分類に関しては、専門的・技術的職業従事者、管

理的職業従事者、事務従事者、販売従事者、サービス職業従事者、保安職業従事者、

農林漁業作業者の 7 分類の名称に変更はないが、以降その他は次のようになってい

る。まず、1995 年は「運輸・通信従事者」、「技能工，採掘・製造・建設作業者及び労
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と 1995 年～2015 年増減率を変数に用いた K-means 法クラスター分析をおこな

い 6 つのクラスターに分類した。変数の選定理由は、年齢別人口に加えて、先

行研究において都心回帰に伴う構成の変化が指摘されている職業別人口を選

定し、さらに都心回帰の顕著な地域において特徴的な 2000 年前後からの人口

急増（前節）を考慮して、増減の程度を表す変化率も用いたところ、その他の

変数により試作したものと比べて予測に沿った結果が見られたことである 2。

また、変数およびクラスター数は、中澤（2016）に倣いクラスターを構成する

                                                   
務作業者」の 2 分類であったが、2000 年・2005 年には後者が「生産工程・労務作業

者」に置き換わる。そして 2010 年・2015 年はその 2 分類がなくなり、代わりに「生

産工程従事者」、「輸送・機械運転従事者」、「建設・採掘従事者」、「運搬・清掃・包装

等従事者」の 4 分類が登場する。そのため、本稿ではこの変更のあった分類箇所を合

計した一つの分類「生産工程，輸送・機械運転，建設・採掘，運搬・清掃・包装等」

（本文中では「生産等」と記載）とし、計 8 分類で処理している。（下記一覧表参

照。）本処理に関しては、鯵坂ほか（2019）の第 3 章、第 4 章（妻木進吾・徳田剛

著）を参照した。 
 

 
 

2 通常クラスター分析には、住宅や居住歴に関連する項目などより多くの変数が用い

られるが、本稿ではあくまで都心の人口増加の特徴をつかんだ上で後半部の説明に役

立てることを分析の主眼に置いているため、少ないながらも分析結果に信憑性のある

変数を選出した。 

職業分類 1995 2000 2005 2010 2015 本稿

専門的・技術的職業従事者 ○ ○ ○ ○ ○ ○
管理的職業従事者 ○ ○ ○ ○ ○ ○
事務従事者 ○ ○ ○ ○ ○ ○
販売従事者 ○ ○ ○ ○ ○ ○
サービス職業従事者 ○ ○ ○ ○ ○ ○
保安職業従事者 ○ ○ ○ ○ ○ ○
農林漁業作業者 ○ ○ ○ ○ ○ ○
運輸・通信従事者 ○ ○
技能工，採掘・製造・建設
作業者及び労務作業者

○

生産工程・労務作業者 ○ ○

生産工程従事者 ○ ○

輸送・機械運転従事者 ○ ○

建設・採掘従事者 ○ ○

運搬・清掃・包装等従事者 ○ ○

○
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メッシュ数のばらつきの最適化を図った上で定めた 3。なお、大阪と東京の半

径 20km圏に該当するメッシュの人口と職業の分析対象項目すべてを分析の母

数としている。すなわち大阪と東京でそれぞれにクラスター分析をかけるので

はなく、両 20km 圏の持つ変数すべてを用いて一挙に分析にかけた結果を示し

ている。まとめて分析にかけることで、検出されるクラスターは大阪と東京で

同一となり、各クラスターに分類されるメッシュの分布や個数を使用した人口

動態の比較が可能となるためである。その結果を示したのが図 4-4，4-5 であ

る。以降、6 つのクラスターを C1～C6 と表記する。 
                                                   
3 朱が実施したクラスター分析の過程を記しておく。地域の類型化に広く用いられる

階層的クラスター分析のウォード法を初めに用いたところ、中澤（2016）と同じく非

常に大きなクラスターといくつかの小規模なクラスターに区分される結果となった。

そのため次に浅井（2008）で評価されている KS 法クラスター分析を試すも、同じ結

果に加えクラスター数が多く有用な類型化とはならなかった。したがって K-means
法を導入し、クラスターを構成するメッシュ数の変化を参照して、適切と思われる変

数の項目およびクラスター数を最終決定するに至った。 

図 4-4 人口＋職業クラスター 大阪 20km圏 出典：国勢調査より筆者作成 



64 

 
2-2 分布 

まず、クラスターの分布を見ていく。クラスター毎に色分けをした図 4-4（大

阪）と図 4-5（東京）とともに、該当メッシュ数と各 20km 圏における構成比

を示した表 4-1 も参照されたい。 

図 4-5 人口＋職業クラスター 東京 20km圏 出典：国勢調査より筆者作成 

表 4-1 クラスター別メッシュ数・構成比 

出典：国勢調査 都道府県別地域メッシュ統計より筆者作成 
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大阪 20km 圏では、全体として内側に C6・4、その外側に C1・2、さらに外

側に C3 という位置関係にあり、大阪 20km 圏内 1,958 メッシュ中 C1～3 が約

63％と半数以上を構成しているのが特徴的である。「C1」は中心から半径約 5km
より外側に位置する。大阪市内では特に生野区、西成区、平野区、港区では大

半がこの C1 に分類されているほか、尼崎市をはじめとする周辺市にも 2～3km
四方の程度の広がりを持って点在している。「C2」は C1 よりさらに外側、多

くは中心から半径約 10km より外側に位置する。C1 を囲むように分布してお

り、池田市や枚方市、門真市、堺市、藤井寺市などでは広範囲を占めている。

大阪 20km 圏の中では約 32.1％と最も多いクラスターでもある。「C3」は主に

中心から半径 10～20km のバッファに放射線状に位置する。茨木市の中部、高

槻市の南部、伊丹市・豊中市の境、生駒市、堺市の東部などに広く見られる。

「C4」はおおよそ中心から半径 10km 圏内、つまり大阪市内に位置する。鶴見

区や城東区、豊島区、東成・天王寺区、福島区南部～西区中部、阿倍野区、住

吉区の一帯に南北に分布している。「C5」は大阪 20km 圏には 5 つのメッシュ

でしか見られず、その 5 つは全て大阪市の北部に位置する。「C6」の分布帯は

まちまちであるが、ある程度の密集が見てとれる。大阪市の中心部・御堂筋線

沿い、その延長線上の吹田市千里付近や豊中市、西宮市の中心部に位置するも

のが目立つ。 
一方、東京 20km 圏では全体として中心に C3・2、その外側に C6・5・4 の

順で広がり、その外側 10～20km の地帯には北東に C1・2・3、西に C4 や C6・
2 が分布するクラスター構成となっている。大阪 20km 圏と位置関係は異なっ

ていることが分かる。ただし、大阪市が半径約 10km 内に収まるのに対し、東

京都は半径約 20km の全域に 23 区が広がっていることに注意が必要である。

その点を考慮すると、東京 20km 圏での西側から北東方向へのクラスターの展

開は大阪 20km 圏の中心から外側への展開と類似していると言える。各クラス

ターの割合は、20％台が C2・4・6、10％台が C1・3・5 と分かれており特定の

クラスターへの数的な偏りは少ない。「C1」は中心から半径 10km 圏より外側、

特に北東部に多く位置する。中でも足立区、江戸川区の集中は 3～4km にわた

って見られるが、東京 20km 圏においては最も少ないクラスターである。「C2」
は中心に近い約 5km 圏内と、中心から遠い 10km～20km バッファの両方に位
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置する。中心付近では千代田区や渋谷区、港区、外縁部では北東の埼玉県・千

葉県と両県に隣接するエリアのほか、南西の神奈川県および隣接する世田谷区

の南端などに幅広く見られる。大阪 20km 圏では最も多いクラスターであった

が、東京 20k 圏でも 2 番目に多い。「C3」は中心に程近い場所と埼玉県・千葉

県の半径 20km ラインに沿う地帯、そして品川区や大田区の臨海部などに位置

する。帯状に連なっているのが特徴的である。「C4」は中心から半径約 5km よ

り外側に位置する。北東の葛飾区・墨田区・江戸川区あたりや、西側の板橋区・

中野区・新宿区・目黒区・大田区から神奈川県というように、東西南北に並ん

で分布しているのが見受けられる。「C5」は C4 と C6 に囲まれるようにして、

中心から半径 5～15km あたりに輪状に位置する。山手線のやや外側とも言え

るだろう。中でも北側は板橋区・豊島区・文京区・荒川区、西側は中野区・新

宿区、南側は目黒区・品川区・大田区、東側は墨田区・江東区あたりの区をま

たいだ分布が目を引く。東京 20km 圏の中で 11.1%とさほど大きな割合を占め

るわけではないが、大阪 20km 圏と比べると少なからず存在感を放つクラスタ

ーである。「C6」は中心から 5km 程度すなわち山手線に沿うようにして輪状に

位置するほか、西側の中心から半径 10～20km に当たる地帯に多く見られる。

中心部分では文京区や新宿区、港区、西側では練馬区・杉並区・世田谷区や武

蔵野市・調布市などの大半を占めるほど分布が集中している。東京 20km 圏に

おいて最も多いメッシュ数を持つクラスターであり、その構成比は約 23.6％に

のぼる。 
 
2-3 各クラスターの特徴 
次に、クラスター毎に各変数の平均値からその人口、職業構成に関する特徴

をつかむ。ただし、ここでは大阪・東京の区別は問わない。 
 1 つ目に、2015 年時点の年齢 5 歳階級別人口および職業 8 分類別従事者数を

見ていく。その平均値を示したのが表 4-2 であり、見やすくするために人口は

図 4-6、職業は図 4-7 にグラフ化したものを掲載している。職業に関しては構

成比も算出し表 4-3 に示した。 
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図 4-6 と図 4-7 から、C1～3 と C4～6 でおおよそ性質が異なることが分か

る。「C1～3」は、2015 年の人口構成のうち 40-44 歳以下の人口が少なく、職業

別には生産等が 30％前後と大きい割合を占め、専門的・技術的職業と事務は反

対に低い割合にある。これに対し「C4～6」は、年少人口も多く 20 歳以上 44
歳以下の幅広い年齢層で緩やかな山型に人口が充実している。また、40 代後半

以後の人口も少なくない。職業は専門的・技術的職業と事務が多く、生産等が

少ない。 

表 4-2 項目別実数平均値 

出典：国勢調査 都道府県別地域メッシュ統計より筆者作成 
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図 4-6 年齢 5 歳階級別平均人口（2015 年） 

出典：国勢調査 都道府県別地域メッシュ統計より筆者作成 

図 4-7 職業 8 分類別平均従事者数（2015 年） 

出典：国勢調査 都道府県別地域メッシュ統計より筆者作成 
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 2 つ目に、表 4-4 から 1995 年～2015 年の増減率すなわち構造の変化につい

て同じく 5 歳階級別人口と職業 8 分類別従事者数をクラスター毎に見ていく。 

「C1」は、人口は全体的に縮小しており、増加しているのは高齢人口のみで

ある。従事者数についても減少が多い。「C2」は、人口は子連れ世帯と思われ

る増加と高齢者の増加がどちらも大きく、職業別には専門的・技術的職業とサ

ービス職業が同程度増加している。「C3」は、人口は 10～20 歳代や 40～50 歳

代で減少が見られ、他のクラスターと比較しても特に後期高齢者の増加が激し

い。職業では専門的・技術的職業、サービス職業、保安職業が増加している。

「C4」は、人口は増減の程度が他のクラスターより少ないことが特徴的である。

職業もまた変化が少ない。いずれの変数も大半の増減率がプラスマイナス 1 未

満に留まるほどである。「C5」は、人口は幅広い年齢で増加している。特に 0-
4 歳、35-49 歳の構成数の増加が目立つ。職業に関しては、専門的・技術的職

業の増加が大きいほか、農林漁業の増加が他のクラスターより比較的大きい。

「C6」は、人口が幅広い年齢層で増加しており、中でも 40-44 歳を筆頭とした

30 歳代後半～60 歳代前半の増減率（構造変化）は他のクラスターにない高さ

を見せている。また年少人口の増加も比較的ある。人口規模が最も大きい C5
と比べてもあらゆる年齢層で増加率が高いほどである。職業別には、専門的・

技術的職業の増加が大きく、他クラスターより大幅な事務の増加（約 0.14）が

見られるのも特徴的である。 

表 4-3 職業 8 分類別構成比 

出典：国勢調査 都道府県別地域メッシュ統計より筆者作成 
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 以上の特徴をまとめると、「C1」は人口減少と構造の高齢化＆職業構成は生

産等や事務が多いことから所得もあまり高くない「減少・困窮地域」、「C2」は

年少人口と高齢者の増加＆生産等や事務が多く C1 と類似しているが専門的・

技術的職業とサービス職業の増加もあって持ちこたえている「居住機能維持地

域」、「C3」は人口規模が小さく高齢者の増加＆生産等や事務が多く C2 と同様

の職業の増加もある「小規模住宅地または居住不可部分を含む地域」と言え、

この C1～3 は居住地としては少子高齢化の影響を受けている、ある意味では

表 4-4 項目別増減率平均値 

出典：国勢調査 都道府県別地域メッシュ統計より筆者作成 
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日本の代表的なクラスターであると思われる。「C4」は人口規模が比較的大き

い上に年齢構造の変化が少なく、専門的・技術的職業と生産等、販売の多い職

業構成についても変化があまりないことから、一定数の定住と安定した人口の

入れ替わりのある「安定的居住地域」、「C5」は人口規模が群を抜いて大きく幅

広い年齢層での増加の中で学齢前が顕著に増え、事務や専門的・技術的職業の

多さを継続しているという点から、若年層に人気の「大規模住宅地」、「C6」は

人口規模こそ C1～6 のうち中程度であるものの増加率が幅広い年齢層で高く、

事務、専門的・技術的職業が多い上に増加していることから、居住・就業の両

側面から支持される「人気居住地」であるとそれぞれ推察される。 
これを加味して分布を見ると、該当地域の性質との関連が分かってくる。本

節の要約となる表 4-5 も適宜ご参照いただきたい。「C1：減少・困窮地域」は、

大阪 20km圏では西成区周辺の男性比率が高く生活保護受給者の多い地域や高

齢化が問題視されている平野区・生野区などに位置しているし、「C2：居住機

能維持地域」には大阪府門真市や千葉県の西部のような長らくベッドタウンと

しての機能を果たしている場所が含まれており、「C3：小規模住宅地または居

住不可部分を含む地域」が位置するのは大阪 20km 圏では大阪城のある中央区

東部や大阪空港のある伊丹市東部、東京 20km 圏では皇居や日比谷公園、国会

議事堂のある千代田区や臨海部に該当している点にも納得がいく。「C4：安定

的居住地域」が大阪市では天王寺区、東京では板橋区のように居住地としての

確固たる人気を持つ地域に該当する一方で、元来よりある程度居住地形成がな

されていた場所に近年さらにマンション建設が進んだ影響か、あるいは神奈川

県東部の川崎市に位置する武蔵小杉のような再開発に伴うタワーマンション

の類を見ない大規模建設のためか、東京 20km 圏に特異な「C5：大規模住宅地」

が表れている。東京に多く大阪に少ないのは、人口密度の違いによるものと考

えられる。「C6：人気居住地」は大阪市では環状線の内側、東京都では山手線

の内側のほか、大阪 20km 圏における伊丹市市街地、東京 20km 圏における練

馬・杉並・世田谷区といった立地から推察するに、交通や買い物の利便性が高

いことを理由に居住地開発が進んでいる地域に該当する。つまり、「都心回帰」

と呼ばれる都心の人口増加を牽引しているのが C5 と C6 である。 
上記から、大阪・東京のいずれにも存在する C6 に特に注目したい。なぜな
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ら、都市に最も劇的な変化をもたらしてきた人口変遷が見られるクラスターで

あり、都心居住を論じる上での鍵となるからである。同じクラスターに分類さ

れていても、大阪と東京の相違はもちろん、各メッシュの人口特性はまちまち

である。各メッシュのより詳細な人口動態について、おおよそ都心部にあたる

大阪市の JR 環状線内側、東京都では JR 山手線の内側および東部の城下町エ

リアに分布している C6 のメッシュに焦点を当て、代表例となるものを次章で

取り上げる。 
 

 
 
３ 都心の人口増加の多様性 
 
3-1 分析手法 

都心部の C6 を、その人口動態の特徴をもとにさらに 5 つのパターンに振り

分けた。本章ではそれぞれに該当する典型的なメッシュを大阪・東京それぞれ

代表として抽出し、地域特性と関連させつつ年齢別・性別・職業別・住宅別に

人口動態を掘り下げる。具体的には、C6 のうち都心部にあたるメッシュにつ

いて全て図表化し、目視にて数値やグラフの形を考察する中で、さらには知り

得る範囲での地域特性を考慮した上で、ベンチマークとして見出されたのが 5
パターンの特徴であった。そのうち本稿に抽出したメッシュは、各パターンの

C1 C2 C3 C4 C5 C6

減少・困窮
地域

居住機能
維持地域

小規模住宅地
または

居住不可部分
を含む地域

安定的居住
地域

大規模住宅地 人気居住地

189 315 287 50 5 71
19.25% 32.08% 29.23% 5.09% 0.51% 7.23%

西成, 平野, 生野 門真市 大阪城, 空港 天王寺 （大阪市北部） 環状線内, 伊丹

101 215 119 203 108 230
10.35% 22.03% 12.19% 20.80% 11.07% 23.57%

（足立, 江戸川） 千葉西部 皇居, 議事堂 板橋 武蔵小杉 山手線内, 杉並

総人口
・

年齢別

人口減少
高齢化

年少・高齢人口
人口規模小
高齢者増加

人口規模大
構造安定

人口規模最大
広い年齢層増
特に学齢前

広い年齢層増
増加率高

職業別 生産等，事務多

生産等, 事務 多
＋
専門的・技術的
サービス　も増

同左
専門的・技術的
販売　多
構造安定

事務，
専門的・技術的
多＆継続

事務，
専門的・技術的
多＆増

総数

大阪 982

東京 976

表 4-5 大阪・東京都市圏の人口動態（クラスター特性一覧）出典：筆者作成 
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性質を顕著に示すという意味での典型例である。これらを順に考察していく中

で、大阪と東京の「都心回帰」の類似点と相違点、都心の人口増加をもたらし

た人口、都心の住民の実態に迫る。 
なお、以下ではメッシュごとに数多くの図表を掲載するが、その煩雑さを軽

減するため、図表を人口グループと職業・住宅グループに分けて 1 ページずつ

割いている。つまり、1 つのメッシュにつき図表に 2 ページを使用する。そし

て、図表番号の記載方法は、グループにつき 1 つとすることにご了承いただき

たい。そのため、各図表にはあらかじめ図表名が付してあるが、ここでも概説

しておく。その配置はいずれのメッシュにも共通している。まず、グループ 1
（図表番号偶数）は、左上にメッシュの位置、右上に男女別人口・総人口の推

移、その下に総人口の女性比の推移（対男性女性比率）、その下に 2015 年の年

齢 5 歳階級別女性比（対男性女性比率）、左下縦方向に 1995～2015 年の人口ピ

ラミッド、その右横に縦方向に 1995～2000 年から 2010～2015 年のコーホート

変化数（5 年前の同出生コーホートとの増減数）、右下に年齢構造別人口推移

（各年の人口の単純推移）の図表を含めている。次に、グループ 2（図表番号

奇数）は、上部に職業、下部に住宅関連の図表を配置しており、最上部が職業

8 分類別従事者数および構成比、その下が職業別従事者数実数の推移、その右

側に職業別従事者構成比の推移（分類不能の職業を除く従事者数を母数とする。

この 2 つのグラフでは、数の少ない保安職業・農林漁業の従事者を表示してい

ない。）、中央左に分類不能の職業数・割合、そして、中央右に住宅の建て方別

世帯数および構成比、その下に住宅の所有の関係別世帯数および構成比、左側

に住宅の所有の関係別世帯数の推移、左下に階数別共同住宅に住む世帯数の推

移の図表を含めている。 
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3-2 都心部の人口増加の 5 類型 
（a）学生など単身世帯の流動 

男性比率が高く、比較的若年にあたる特定の年齢層での人口増加の突出すな

わち単身世帯の多さを特徴とする。単身世帯が流入するため総人口の増加の規

模はさほど大きくない。代表例として大阪から 1 つ、東京から 1 つメッシュを

取り出す。 
まず、大阪市浪速区南部・西成区北部メッシュである（図 4-8, 4-9）。新今宮

駅、今宮駅、大国町駅を含むメッシュであり、近年では日本語学校に通う外国

人学生が多く居住することから外国人比率が高まっている。コーホートを見る

と減少する年齢層が多い中で 20 歳代が男女ともに 400 人前後の増加を保って

いることが分かるが、これには留学生を多く含んでいるためだろう。また、住

宅の所有の関係のうち、歴史的に持ち家率が低く借家率が非常に高いことも特

筆すべき点であり、2015 年では民営借家に住む世帯が約 75.9％、公営・公団

（都市機構）・公社の借家に住む世帯が約 12.2％と借家率が 90％近くに達して

いる。すなわち学生ら 20 代の単身世帯が賃貸マンションで入れ替わりつつ入

り続けることで人口増加が生じているケースであると言えよう。 
次に、東京都新宿区メッシュである（図 4-10, 4-11）。新宿駅の北東部、東新

宿駅の周辺に広がるメッシュであり、歌舞伎町や新宿ゴールデン街といった歓

楽街や飲み屋街が広がる。おそらくその土地柄が要因の一つとなり、上述の浪

速区周辺と同様男性比率が高いという特徴をもつ。一方で早稲田大学をはじめ

数多くの大学と近接する学生街でもある。そのため浪速区では見られなかった

15～19歳の人口の流入がいずれの年にも見られるのが特徴的である。そして、

女性が 20 歳代、男性が 20～30 歳代という異なる流入の仕方を見せているのも

目立つ。また、住宅に関しては民営の借家が半数以上を占める構成にある。こ

れらから、大学生やこの街で夜間や早朝に働く単身世帯が民営借家で暫定的に、

あるいは一部は持ち家に居住して、住民が循環する中で人口が増加していると

推測できる。 
 なお、職業構成については浪速区周辺・新宿区周辺の 2 メッシュいずれに関

しても 2010 年、2015 年に「分類不能の職業」（未回答など）が相当数増加して

おり、数値の参照が困難であることを断っておく。このメッシュにおいては人
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口の増加に関わらず職業別就業者数の合計が減少を示すほど「分類不能の職業」

従事者が多数を占めてしまったため言及を避けたが、他のメッシュに関しても

程度はあれど同様のことが言える。この点も敢えて考察の材料とするならば、

浪速区の外国人人口の増加や両地区の人口の流動性を物語っているのかもし

れない。 
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図 4-8 大阪市浪速区南部・西成区北部メッシュ 1 

出典：国勢調査 都道府県別地域メッシュ統計より筆者作成 
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図 4-9 大阪市浪速区南部・西成区北部メッシュ 2 

出典：国勢調査 都道府県別地域メッシュ統計より筆者作成 
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図 4-10 東京都新宿区メッシュ 1 

出典：国勢調査 都道府県別地域メッシュ統計より筆者作成 
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図 4-11 東京都新宿区メッシュ 2 

出典：国勢調査 都道府県別地域メッシュ統計より筆者作成 
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（b）住環境への定評，家族世帯や中年層の安定的転入 
かねてより住宅地が形成され、「住むまち」として安定的な人気を得てきた

ことから、元からの住民の多さと落ち着いた暮らしを志向する家族世帯や中年

層の恒常的な増加を特徴とする。代表例として大阪から 1 つ（ただし C4）、東

京から 2 つメッシュを取り出す。C4 に分類されることが多いが東京都心では

C6 に見られるため、特別に C4 からも例を挙げる。 
1 つ目は、大阪市天王寺区メッシュ（C4）である（図 4-12, 4-13）。2000 年以

前から駅前再開発が推進され、ファミリータイプのマンションを中心とした住

宅地が都心付近で比較的早期に形成されてきた。また教育機関も充実しており、

人気の子育ての場として選択され続けている。就学前から学齢期までの子ども

世代と 30～40 歳代の親世代の一貫した流入が見られていたところに、20 歳代

の増加も相まって人口を増加させている。長期居住の住民が一定数いることに

よる高齢者の増加もあり、子どもから高齢者までが揃う人口構成にある。持ち

家世帯と借家世帯の拮抗した増加や、職業構成の変化の少なさもこの地域の人

口動態の落ち着きを示している。C4 に分類されている所以であろう。この天

王寺区メッシュのような特徴をもつ地域が、下記のように東京都心では C6 に

も表れている。 
2 つ目は、東京都文京区メッシュである（図 4-14, 4-15）。文京区の西部、護

国寺周辺にあたり、古くからの住宅地を擁するメッシュである。一戸建てや近

年の小中規模マンションが入り混じった閑静な住宅街である。多くの学校があ

り歴史の豊かな文教の地であるという点で天王寺区と類似性を持つと言える。

若い子育て世帯や学生にあたる年齢層の流入のほか、40～50 歳代の住民の増

加も見られる。その結果年齢構造は子育て世帯と中高年層のいずれもが充実し

てきた。職業別従事者数は、生産等が減少し、専門的・技術的職業と事務が増

加する傾向を示している。つまり、全体的な人口増加の程度はさほど大きくな

いが、安定的な子育て世帯の流入と定住、中年層の流入により職業構成の変化

が少しずつもたらされている。さらにこうした人口動態が激化した地域がある。 
3 つ目の、東京都港区メッシュである（図 4-16, 4-17）。港区の中部、芝公園

駅や赤羽橋駅周辺に該当し、近年はタワーマンションも建設されている。慶応

義塾大学等の付近ゆえに学生が暮らす街である一方、公園の緑や東京タワーも
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見える住環境の良い地域であり、価格の低くない住宅も多い。したがって、10
代後半の学生と思われる連続的な流入と子育て世帯の増加に加え、40～60 歳

代の人気も集めていることが伺える。2010～2015 年の間に以前とは異なる人

口の急増が起こったのはタワーマンション建設の影響であろう。職業分類のう

ち専門的・技術的職業の増加が最も大きいことから、住民の高所得化が推測さ

れる。また共同住宅に住む世帯のうち、3～5 階建と 11～14 階建が 1,600 世帯

前後、6～10 階建てと 15 階建以上が 2,000 世帯前後と偏りがないのが特徴的で

ある。 
このケースのように、住宅地や文教の地として人気を博してきた地域では子

育て世帯や学生、中高年層の流入を基盤として安定した人口増加を継続し、多

くは C4 に分類されるが、上記で取り上げたような東京の一部地域では加えて

マンション開発が起こり、都心の増加人口の受け皿の一つになることで職業構

成の変化も生じているのである。 
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図 4-12 大阪市天王寺区メッシュ（C4）1 

出典：国勢調査 都道府県別地域メッシュ統計より筆者作成 
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図 4-13 大阪市天王寺区メッシュ（C4）2 

出典：国勢調査 都道府県別地域メッシュ統計より筆者作成 
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図 4-14 東京都文京区メッシュ 1 

出典：国勢調査 都道府県別地域メッシュ統計より筆者作成 
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図 4-15 東京都文京区メッシュ 2 

出典：国勢調査 都道府県別地域メッシュ統計より筆者作成 
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図 4-16 東京都港区メッシュ 1 

出典：国勢調査 都道府県別地域メッシュ統計より筆者作成 
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図 4-17 東京都港区メッシュ 2 

出典：国勢調査 都道府県別地域メッシュ統計より筆者作成 
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（c）マンション建設による激増と話題性 
交通の利便性や周辺環境の良さから近年居住地としての脚光を浴び、タワー

マンションを含む住宅建設による人口の激増が生じていることを特徴とする。

事業所だけでなく居住地としての機能が高まることで周囲に飲食店や小売店

も新たに登場するなどまちの雰囲気を変化させてきた、都心の人口増加の典型

である。代表例として大阪から 1 つ、東京から 1 つメッシュを取り出す。 
 まず、大阪市西区メッシュである（図 4-18, 4-19）。大阪市 24 区のうち 1995
年比 2015 年人口（1 章図 4-2 参照）が 2 番目に大きい西区の東側中部から 1 番

目に大きい中央区の西端の一部に位置する、市内で特に人口動態の大きいメッ

シュの一つである。地下鉄 3 線の交わる本町駅を含む交通至便な地域であり数

多くのオフィスが立地している上に、靱公園をはじめとする都市公園と周辺の

小規模店舗を豊富に抱え、居住地としての注目が近年高まっている。特に当該

メッシュ中央あたりの新町 1 丁目にはタワーマンションの林立も見られる。

2005 年を境に 2010、2015 年と人口が急増していることからその影響の大きさ

が分かる。2005 年以前は 20 代単身や子育て世帯の微量な増加（各 5 年で 1,500
人程度）であったのに対し、2005 年以後は幅広い年齢層で急激に増加し各 5 年

で 5,000 人程度の伸び幅となっている。その増加を牽引するのは 20～40 歳代

前半の人口であり、その子どもも伴っている。女性が常に男性を上回る増加を

見せている点も特徴的である。人口の増加とともに女性比率が年々上昇してお

り、2015 年には男性の 1.17 倍に達した。全国では 1.06、大阪市では 1.07 であ

ることから、この数値の高さが分かるだろう。年齢別に見ると増加数の大きい

25-29 歳やその前後で女性比率もまた高くなっている。すなわち、特に 20～40
歳代前半の女性が人口増加において大きな役割を果たしているのである。職業

別の構成比については専門的・技術的職業および事務の占める割合が上昇し、

その他が低下している。しかし 2015 年時点での割合は前者が約 22.2％、後者

が約 27.8％であり、さほど高いわけではなく多種の職業も一定数を保っている

状態にある。また、住宅別には共同住宅に住む世帯が大半（約 96.1％）であり、

その内訳においては 11～14 階建が最も多く、15 階建て以上、6 階建て以上と

続き、それ以下の階層の居住世帯はわずか 2％未満である。つまり、この地域

の住民は 2005 年以降に建設された高層マンションへの入居者で半数以上が構
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成されている。従来事業所が中心だったエリアが近年のマンション開発によっ

て居住地に変貌し、住民の年齢構成も職業構成も刷新された、「都心回帰」の

代表例と言える。 
 次に、東京都新宿・文京・千代田区メッシュである（図 4-20, 4-21）。新宿・

文京・千代田の 3 区が交わる場所に位置し、鉄道 6 路線の交わる飯田橋駅周辺

のエリアを指す。2000 年代からの駅前再開発によりショッピングセンターや

オフィスビルが開発されている一方、カフェやレストランが集まる神楽坂も徒

歩圏内に含んでおりよくメディアに取り上げられるなど、話題性がある。ここ

では 2000 年を境に人口の急増が続いている。まず 2000 年～2005 年に生産年

齢人口の大規模流入があったことで人口構成が大きく変化した。以降徐々に増

加の年齢層が若年層に限定的になってくるが、家族世帯も単身世帯も含んでお

り総数としては 5 年で約 1,500 人の増加を続けている。その結果、就学前・学

齢期の子どもが充実した人口構成となった。また、人口増加に伴い女性比率が

上昇している点は大阪市西区メッシュと同様である。総数の女性比 1.11 は東

京都の女性比 1.03 と比べると十分高いが、特に 20-24 歳の 2.00 倍を筆頭に、

20～39 歳の限られた年齢層での突出だと言える。職業別には専門的・技術的職

業と事務の従事者が増加し、前者に関しては 1995 年には 16％であったのが

2005 年には約 25.6％、2015 年には約 32.9％と構成比を上昇させて全職業のう

ち最も多い人口に達した。住宅別には、同様に高層の共同住宅に住む世帯が多

いが、上述の大阪市西区周辺メッシュに先行してマンション開発が行われてき

たため 3～5 階建の共同住宅も 15 階建以上と並んで一定数ある点が異なる。 
 この 2 つの例のような、居住機能が副次的であった地域に中高層マンション

が建設され、入居した住民によって人口構成が一新されたケースでは、人口増

加とともに出店が盛んになった飲食店などにより暮らしやすさに加えて訪れ

るまちとしての新たな魅力が創出されていることもまた注目に値する。都心の

人口増加と変容を支え促進してきたのは、こうした大規模マンション建設およ

びそれに伴う住環境の向上が進んだ地域である。次項の（d）もまたこれに含

められる。  
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図 4-18 大阪市西区メッシュ 1 

出典：国勢調査 都道府県別地域メッシュ統計より筆者作成 
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図 4-19 大阪市西区メッシュ 2 

出典：国勢調査 都道府県別地域メッシュ統計より筆者作成 
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図 4-20 東京都新宿・文京・千代田区メッシュ 1 

出典：国勢調査 都道府県別地域メッシュ統計より筆者作成 
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図 4-21 東京都新宿・文京・千代田区メッシュ 2 

出典：国勢調査 都道府県別地域メッシュ統計より筆者作成 
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（d）居住地開発と高次の専門的・技術的職業率 
前項以上に従来の居住地としての役割が低かった地域（オフィス街や問屋街

など）に近年マンションが建設され、新たに住民が構成されてきた中での、専

門的・技術的職業の大幅な増加が特徴的である。代表例として大阪から 1 つ、

東京から 2 つメッシュを取り出す。 
 1 つ目は、大阪市中央区メッシュである（図 4-22, 4-23）。大阪市中央区の北

西に位置するメッシュで、淀屋橋、北浜、天満橋のエリアが該当する。大規模

なオフィスビルが建ち並ぶビジネス街であるが、広い地所を利用した大規模な

タワーマンションが近年登場し、まちの居住機能が拡充されつつある。人口統

計には未反映であるが 2018 年に北浜駅直結のタワーマンション（43 階建 311
戸）、2020 年に同駅徒歩 3 分のタワーマンション（42 階建 281 戸）が新築され

たことからも、住宅地としての注目度が伺え、今後のさらなる変化も予感され

る。2000 年まで 2,000 人弱であった人口が、5 年ごとに約 1,500 人、2,000 人以

上、3,000 人以上と増加の程度を年々増し、2015 年には 1995 年の約 4 倍に達

している。2000 年代に入ってマンションが建設され新たに住民が入ってきた

ため、大半の年齢層で人口が増加している。筆頭となっているのは 20 歳代後

半とその前後であるが、子どもや中年層人口も集めている。職業別には専門的・

技術的職業と事務の構成比が高まり、特に前者の割合は約 28.8％と大阪市内で

は圧倒的な高さを見せている。住宅の種類別に見ると一戸建てに住む世帯が減

少し共同住宅に住む世帯が増加している。中でも 2015 年には 15 階建以上、民

営借家が半数以上を占めるに至る。すなわち、住宅の少なかったオフィス街で

2000 年代以降高層マンション建設が盛んになり、そこへ入居した人口が今の

住民のほとんどということになる。そしてその住民には専門的・技術的職業従

事者が多く含まれており、今もなおタワーマンション建設が続くハイクラスな

居住地へと変容している。 
 2 つ目は、東京都中央区メッシュである（図 4-24, 4-25）。東京都中央区の北

部、日本橋駅周辺を中心とするメッシュで、超高層のオフィスビルが建ち並ぶ

周辺には小規模な店舗やマンションが広がっている。マンションは近年建設さ

れたものが多い。上記のメッシュ同様、1995 年には人口 5,000 人程度で住宅の

少ない地域であったが、2000 年代に入って人口が急増し 2015 年には約 1 万
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4,000 人と周囲に劣らない人口規模を確保した。流入した人口は子どもから 60
歳代前半までと年齢層は幅広い。中でも子育て世帯や若年・中年夫婦または単

身世帯が多いことが推察される。職業別には大阪市中央区メッシュと同様の構

成の変化が見られるが、事務従事者の割合の高さが目立ち専門的・技術的職業

の 2015 年の割合は 25％未満とさほど高くない。その点では大阪市の中央区と

西区の折衷的な変化を遂げているケースであると言える。2015 年の住宅構成

を見てもまた共同住宅の割合が 90％未満、かつそのうち最も多くおおよそ半

数を占めるのが 11～14 階建の共同住宅で、15 階建以上は約 7％に留まってい

る。 
 これと類似した傾向をもつのが、3 つ目の東京都千代田・台東・中央区メッ

シュである（図 4-26, 4-27）。千代田、中央、台東の 3 区が接する浅草橋周辺の

地域に該当し、さほど高層ではないがオフィスビルも多い一方で、中小規模の

事業所や、大小さまざまなマンション・アパートが数多い。東京都中央区より

やや遅れて 2005 年を境に人口増加の程度が年々増大している。流入人口は同

じく子育て世帯や若年の単身・夫婦世帯が多いのに加え、50 歳代までの特に男

性の人口の増加が多いことも特徴的である。職業構成の変化としては東京都中

央区と類似しているが専門的・技術的職業従事者が 2015 年には約 27.5％まで

構成比を上昇させ、事務従事者に迫りつつある。住宅については民営の借家に

住まう世帯が多く半数以上を占めている点に特色がある。（中年の単身男性の

多さと関連があるかもしれない。） 
 上記の東京 2 例はいずれも下町と称されるエリアを含むが、問屋街・商店が

撤退した場所に近年急速にマンションが建っていることで、人口の急増が生じ

てきたと推察される。このように居住地の少なかった地域が近年になりマンシ

ョン開発の対象とされ、新たに構成された住民によって比較的高所得なまちに

なりつつある所も都心の人口増加は作り出している。 
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図 4-22 大阪市中央区メッシュ 1 

出典：国勢調査 都道府県別地域メッシュ統計より筆者作成 
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図 4-23 大阪市中央区メッシュ 2 

出典：国勢調査 都道府県別地域メッシュ統計より筆者作成 
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図 4-24 東京都中央区メッシュ 1 

出典：国勢調査 都道府県別地域メッシュ統計より筆者作成 
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図 4-25 東京都中央区メッシュ 2 

出典：国勢調査 都道府県別地域メッシュ統計より筆者作成 
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図 4-26 東京都千代田・台東・中央区メッシュ 1 

出典：国勢調査 都道府県別地域メッシュ統計より筆者作成 
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図 4-27 東京都千代田・台東・中央区メッシュ 2 

出典：国勢調査 都道府県別地域メッシュ統計より筆者作成 
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（e）高級住宅地，圧倒的な専門的・技術的職業率 
最後に、大阪にはなく東京で見られる特徴として、高級住宅地と称されるエ

リアでの人口動態を挙げる。注目すべきは中年層の流入を多く含む特異な人口

増加と他では見られない専門的・技術的職業率の高さである。代表例として、

東京から 4 つメッシュを取り出す。 
 1 つ目は、東京都港区メッシュである（図 4-28, 4-29）。東京都港区の北部、

青山や赤坂、六本木に近い地域にある。テレビ局などのビルやタワーマンショ

ン、戸建て住宅地などが含まれ、東京でも高級なエリアの一つとして知られる。

増加の見られる年齢層はおおよそ一貫して 40 歳代前後を中心としており、そ

の子どもに該当すると思われる年齢層も伴っているほか、学生らしき 15-19 歳

も増加傾向を強めている。特に中年層は転入の後地域に定着しているものと読

み取れる。職業別には、1995 年と 2015 年を比べると増加したのは専門的・技

術的職業従事者のみであり、2015 年には約 30％の構成比に達している。（ただ

し、分類不能の職業の従事者数がそれ以上に多いことに注意が必要である。）

住宅の所有の関係別には持ち家と借家いずれも増えており、共同住宅の階数別

には 15 階以上の共同住宅に住む世帯は 1,000 世帯以上と少なくないが、統計

上 2010 年に登場して以降はさほど増えていない。つまりこのメッシュにおい

て増加の中心となったのは、専門的・技術的職業に従事する 40 歳代前後であ

り、初めは高層マンション、近年は 6～10 階建のマンションへ入居する人口で

あると推測できる。 
2 つ目は、東京都港・品川・目黒区メッシュである（図 4-30, 4-31）。近年注

目されている高輪エリアに該当し、大規模なマンションやタワーマンションが

多数立地している。20～40 歳代の特に女性の増加が特徴的であったが 2010～
2015 年には子育て世帯と思われる転入が増大した。右下図と照らし合わせる

と、2000 年頃に入った 30 歳代の定着とその後の 40 歳代の流入により 40 歳代

と 50 歳代の厚みが順に増してきていると言える。女性比の高さもまた特筆に

値する。本章で取り上げたメッシュのうち最も高く、2015 年は 1.23 である。

これは 2010 年の 1.25 から若干低下した値であるが、おおよそ人口の増加と同

じく女性比が上昇してきた。20～49 歳という幅広い年齢層で女性比が高く、増

加している年齢層の一部に当てはまる。この点から、女性が人口増加において
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占める比重の大きさが伺える。職業別には専門的・技術的職業の増加数が最も

多いが元から多かった事務従事者数には達していない。とはいえ両職業約 30％
の割合を構成している。住宅については持ち家に住む世帯が多く、特に 2000～
2005 年の大きな増加により構成比 6 割を超え、以降も 60％前後を維持してい

る。共同住宅の階数別には、2000～2005 年に当時の集計区分で「11 階建以上」

が急増し、2010～2015 年に特に 15 階建以上が増加を牽引した。当該地域は元

からステータスの高いとされるところへタワーマンションが進出した例でも

あり、専門的・技術的職業や事務職業に従事する 40 歳以上からの根強い人気

に子育て世帯の増加が重なり、さらなる投資が進んだと言えるだろう。 
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図 4-28 東京都港区メッシュ 1 

出典：国勢調査 都道府県別地域メッシュ統計より筆者作成 
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図 4-29 東京都港区メッシュ 2 

出典：国勢調査 都道府県別地域メッシュ統計より筆者作成 
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図 4-30 東京都港・品川・目黒区メッシュ 1 

出典：国勢調査 都道府県別地域メッシュ統計より筆者作成 
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図 4-31 東京都港・品川・目黒区メッシュ 2 

出典：国勢調査 都道府県別地域メッシュ統計より筆者作成 

 



108 

 3 つ目は、東京都千代田区メッシュである（図 4-32, 4-33）。千代田区内の皇

居の西側で、由緒ある高級住宅街と言われる麹町や番町一帯を含む。大使館な

どが立地してきたこの地域に、中大規模のマンションが複数建ち変貌を遂げて

いる。総人口は 1,000 人前後ずつ増加してきたが、2015 年には 2,000 人以上に

増大した。年齢別には子どもから 50 歳代頃までの流入が見られるが、人口構

成では各年次において 40 歳代、50 歳代の人口の存在感が増している点から、

転入後の中年層が一定数定着していることが分かる。職業別には専門的・技術

的職業と事務が増加し、2015 年にはいずれも約 32％を構成するに至っている。

住宅の所有を見ると持ち家世帯の増加が顕著であり、2015 年には半数を超え

ている。共同住宅に住まう世帯が約 97％と大多数であるが、階数別には 5 階

以下の少なさとその他がいずれも増加する中での 2010～2015 年の 6～10 階建

と 15 階建以上に住む世帯のそれぞれ約 500 世帯の増加が際立つ。ここでは近

年に中規模マンションと大規模マンションの両方の建設が続くことによる転

入の増加に中年層の定着が加わり人口が増加してきたと言える。 
 そして 4 つ目は、東京都文京・千代田区メッシュである（図 4-34, 4-35）。文

京区の南端と千代田区の北端に渡るメッシュで、後楽園や東京ドーム周辺の賑

わいのあるエリアや御茶ノ水周辺の大学街、その他住宅街も含む。年々人口が

増加する中で、年齢別の流入傾向として 2000 年以降は 20～30 歳代を筆頭とし

ており、40～50 歳代も少量ではあるがいずれの年も見られる。図 33 のコーホ

ート変化図を右下図と照合すると、どの年齢層も一定数の定着により蓄積され

ていると捉えることができる。職業別には専門的・技術的職業従事者の増加が

1995 年から 2015 年に倍以上になるほど圧倒的に大きく、2010 年で 30％を超

え、2015 年には約 36.5％と驚くべき割合を構成している。住宅別には共同住

宅が増えつつも 90％には満たず、ある程度一戸建て住宅も数を残しているこ

とが分かる。共同住宅の階数別には、2010～2015 年を見ると 6～10 階建と 11
～14 階建の増加が大きく、15 階建以上はさほど伸びていない。この地域のよ

うに色々なタイプの住宅地を 1km メッシュ内に擁し、人口増加の中でここま

での極めて高い専門的・技術的職業従事者率に達するケースは東京ならではだ

と言えるだろう。  
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図 4-32 東京都千代田区メッシュ 1 

出典：国勢調査 都道府県別地域メッシュ統計より筆者作成 
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図 4-33 東京都千代田区メッシュ 2 

出典：国勢調査 都道府県別地域メッシュ統計より筆者作成 
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図 4-34 東京都文京・千代田区メッシュ 1 

出典：国勢調査 都道府県別地域メッシュ統計より筆者作成 
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図 4-35 東京都文京・千代田区メッシュ 2 

出典：国勢調査 都道府県別地域メッシュ統計より筆者作成 
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 以上、本節では 5 つに分けて都心の人口増加の傾向を探ってきた。まとめた

ものが表 4-6 である。年齢別・性別には、単身世帯による流動が多い地域では

15-19 歳の学生や 20～30 歳代の特に男性、かねてより居住地としての定評が

ある地域では性別問わず年少人口と 30～40 歳代の子育て世帯や中年人口、近

年のマンション建設により人口が急増し話題性をもつ地域では女性人気が比

較的高く主に 20～40 歳代とその子ども、オフィス街にほぼゼロから住宅がで

きてきた地域や高級志向のある地域ではさらに中年人口が、それぞれ人口増加

の牽引者になっていることが分かった。職業別には、専門的・技術的職業従事

者と事務従事者の増加が多く見られ、前者の構成比がおおよそ（a）～（e）の

順に高くなっている。その人口増加を受容し助長するのが 2000 年以降の都心

の好立地エリアでの高層マンション建設である。近年住宅地化してきたような

地域では全住民の 9 割以上が共同住宅に住み、さらにそのうち半数以上が 11
階建以上の高層・超高層（タワー）マンションに住んでいる地域まで登場して

いる。またこのような人口動態によって、住民構成やまちの様相が変化したこ

とも指摘した。 

 

表 4-6 都心の人口増加の多様性 出典：筆者作成 
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４ おわりに 
 
 以上、本章では、「都心回帰」現象と言われる都心の人口増加について、1km
メッシュ単位統計を用いた大阪と東京それぞれ 20km 圏の人口・職業別クラス

ター分析によって人口動態の多様性および共通点や相違点を探った。 
大阪では減少エリアが多い中で都心の人口増加が起こっているのに対し、東

京では大阪に比べると増加のエリアも多いことが分かった。特に人口規模が大

きい上に近年の増加も激しいという傾向（C5）は大阪にほぼなく東京に特徴的

である。大阪・東京に共通して都心の人口増加を引き起こしているのは、幅広

い年齢層での急増と専門的・技術的職業や事務職業の増加が見られるエリア

（C6）であった。 
また、大半が人口増加エリアに該当する都心部においても、その増加の内訳

は多様であることを明らかにした。年齢別には、特定の年齢層か幅広い年齢層

か、また若年層か中年層かが地域特性と大いに関連していた。性別には、女性

比率の高さが話題性や住宅地としての安心・安全なイメージ（ブランド）と結

びついている。東京や専門的・技術的職業率の高いエリアでは 20 歳代という

特定の年齢層で突出して女性比率が高く他の年齢層ではさほど高くないか反

対に男性比率の方が高い年齢層も併せ持つケースが多いのに対し、大阪では女

性の多い地域においては広い年齢層で女性比率が高いのが特徴的である。言い

換えると、東京は若年層では女性、その他の年齢層では男女が拮抗するか男性

が多く人口増加を牽引しているが、大阪では年齢問わず女性が増加人口のうち

大きな比重を占めていることになる。職業別には、生産等職業従事者が減少し

事務職業や専門的・技術的職業の従事者が増加する傾向を共有していた。一方

で専門的・技術的職業率の高さはエリアによる差が出やすく、特に東京都の高

級住宅街では圧倒的な高さで大阪では考えられないほどである。住宅別には、

所有の仕方が人口の流動性を示唆し、住宅の種類が近年のマンション開発の影

響を物語っていた。 
本章が、多角的に都心の人口増加を捉え、都心部と周辺部という分極のみな

らず各地域特性および人口特性に照らした事象の解釈と取り組みを進める上

での一助となれば幸いである。 
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付記 
 本章は、若林萌が 2021 年 1 月に大阪市立大学大学院文学研究科に提出した

修士論文を加筆・修正したものです。 
 ご指導頂いた指導教員の水内俊雄教授に心より感謝申し上げます。 
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